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開催趣旨
物流は、国民の生活や企業の経済活動等を支える重要な社会イン

フラですが、2024年4月からトラックドライバーに時間外労働時
間の上限規制が適用され、物流への様々な影響が懸念されていま
す。冒頭、宿利会長から、「物流は、発荷主、物流事業者、着荷主
がいて、それぞれが多重的な構造になっており、ステークホルダー
が非常に多く複雑であるため、部分的な解決では全体的な物流シス
テムの改善にはつながらず、多様なステークホルダーがそれぞれ当
事者意識を持って、我が国全体で取り組むべき社会的課題である。
いわゆる物流の『2024年問題』は2024年を乗り切れば解決する
という一過性の問題ではなく、物流分野の構造的な問題を解決して
いかなければ、将来にわたって安定的に物流機能を維持していくこ
とはできない。物流事業者だけではなく、荷主をはじめ物流に関わ
る全ての関係者が、これからどう取り組むべきかが問われており、
今年は持続可能な物流システムを構築できるかどうかの分岐点にな
ると言っても過言ではない。『総合物流施策大綱』の中で物流DX
の推進が掲げられたが、我が国では、『デジタル技術』を活用して
物流データを見える化し、それらを十分に共有・活用できている荷
主や物流事業者は、非常に限定的である。持続可能な物流システム
の構築に向けた『デジタル技術』の活用・普及に関し、情報や問題
意識の共有を図り、今後どのような取組や施策が必要となるのかに
ついて、皆様と共に考察を深めたい。」との開会挨拶がありました。

本シンポジウムでは、荷主・物流事業者・有識者等の方々にご登
壇いただき、物流分野の「デジタル技術」の活用・普及をどのよう
に進めていくべきかという観点から、我が国の物流システムの改善
について議論しました。

シンポジウムの概要

■基調講演
物流分野におけるデジタル技術活用への期待
西成 活裕　東京大学大学院工学系研究科航空宇宙工学専攻 教授

物流には様々な問題があり、デジタル技
術に焦点を当て議論してきた。大学ではDX
人材を育てており、デジタルは非常に可能
性がある一方、使い方を間違うとただの手
段で終わってしまう。

これからの物流を考えるにはまずあるべ
き姿を描くべきであり、国からもフィジカ
ルインターネットのロードマップが示されている。私たちはデマン
ドウェブを提唱し、需要から物事を考え、必要なものをきちんと届
けるという基本に立ち返るべきと考える。サプライチェーンは一直
線だが、ウェブは広がりを持ち2次元的に運ぶということで、イン
ターネットの運び方に近い。またあるべき姿の一つとして垂直統合
と水平連携があるが、物流では縦と横がなかなか繋がっていない。
それを繋げて初めて実現するのがこのデマンドウェブである。また
同時に全体のガバナンスが必要で、効率化された利益を配分する仕
組みができていないと広がっていかない。

全体最適を考えるにあたっては人材教育が必要であり、DX人材
輩出のため、4つを念頭に東京大学では初めて理系の先端物流科学

寄附講座を作った。まずは物流に関する理論・技術に強いことが必
要で、数理最適化やロボット、Computer Visionなどがある。次
に物流の様々な「制約条件」を知っていることで、「おかしなルー
ル」を変える提言ができることが重要である。また全体最適の前提
の「標準化」アーキテクチャを考えられることである。さらにいわ
ゆるChatGPTのような大規模言語モデル（LLM）を活用できるこ
とである。

この寄附講座はコロナ禍に発足し今年で5年目となる。物流危機
という言葉が世に出始め、当たり前のようにモノを運んでいた時代
から、インフラとして物流が機能しなくなるとメディアで騒がれて
いた時期に、最初にヤマト運輸の山内社長（当時）にお願いに行
き、人材教育が大事だという趣旨を十分理解いただいた。

経済・商学部系の講座はこれまでもあったが、完全に対象が理系
ということで、東大の先生からは物流で使えそうなあらゆる技術
を、また企業や国からは課題を含めた制約条件について事例ととも
に話していただくことで、学生は大いに刺激を受けている。

物流に「使える」デジタル技術として、以下6つを特に重点的に
教えている。

物流に「使える」デジタル技術（西成教授の講演資料）

物流に「使える」デジタル技術

 数理最適化 配送ルート・倉庫配置・スケジューリング

 データ解析 時系列予測

 Computer Vision 物体・人の認識

 ロボット技術 無人搬送・ドローン

 クラウドコンピューティング プラットフォーム

 LLM コミュニケーション、交渉、認識、プログラミング

制約条件の下で
最適な条件を求める

これまでのデータから未来を予測する

まずは数理最適化で、配送ルート、倉庫配置やスケジューリング
に活用できる。次にAIを使ったデータ解析で、時系列予測は需要な
ど様々な変動に対しかなり先まで予測できる能力があり、機械学習
の精度も良い。Computer Visionは、例えばトラックの積載率を
カメラの映像から測る精度も上がってきており、これらを自動化す
る学問分野である。ロボット技術は、倉庫の中を無人搬送機械が自
動で走り回り、ドローンにも活用されている。クラウドコンピュー
ティングは、プラットフォームができないと全部が繋がっていかな
い。残念ながら日本は海外に遅れをとっているが大事な基盤にな
る。最後にLLM（大規模言語モデル）であり、これは一番大事だ
と思っている。

物流の仕事は調整だと言う方が多く、調整には時間がかかり面倒
でもある。それを自動かつ短時間でできる技術が見え始めていて、
機械の中で調整合意過程を一瞬で調整するのがLLMである。

これらのベースになるのはデータ連携で、いかにデータを連携し
ていくかが課題である。大きなクラウドでの勝負が難しいのであれ
ば、大きな箱を作る発想をやめ、小さいものがたくさんあっても標
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準化し、みんなで繋がっていく発想がいいのではないか。連携を念
頭にうまくいっているところをお互い補う形で補完して繋いでいけ
ば、気がついたら全部できている。一番いい例が交通系のSuicaな
どで、以前は九州や北海道で使えなかったが今はどこでも使える。

巨大なプラットフォームではなく分散協調が、全体最適に繋がる
一番の近道であり、目指すべき姿である。

企業間の利他的連携による物流効率化の例は既にあり、商品では
競争し、物流は協調して一緒に運ぶという動きが数年前から出てき
ている。

F-LINEは加工食品メーカーが集まり系列の物流会社を統合し立
ち上げられたが、連携の肝は信頼関係である。ビールメーカー4社
の鉄道混載輸送では、合積みのため普通ではありえない営業情報を
出し合った。いずれもお互いが本当に業界の全体最適を考え、それ
が伝わったことで初めて連携が進んでいった。

中継拠点でのトラック配送リレーについては、静岡、浜松辺りが
有力な候補地として整備されつつあるが、運ぶ人と空いているト
ラックのマッチングが必須で、プラットフォームとデータを出し合
い、効率的に運べるようデータ連携が必要である。

ただこれも民間でボトムアップ的に進めるのはそろそろ限界で、
ある程度全体として効率的な設計が必要になる。その背後にあるの
はカーボンニュートラルであり、スコープ3の概念である。サプラ
イチェーン全体で達成するには、自社だけでなく全体最適を考える
必要がある。

中小企業が90％を超える物流事業者からは、全体最適やDXは
お金がないからできないと聞く。だが解決方法はたくさんあり、実
際に解決しているところもたくさんある。

例えば、サプライチェーン全体で評価されるのであれば、サプラ
イチェーンの中でお金がある人がないところにデジタル投資をすれ
ばいい。一見損のようだが、実は会社の生産が見える化でき、全体
として良くなることが多々ある。例えば自動車系だとTier1や2が
Tier4などの下位に投資することがよくあり、その方がプラット
フォーム上で調達先の在庫や生産稼働が見え、結果効率が良くなる。

シェアは、倉庫などでもビジネスモデルになり、1棟買いではな
く、マテリアルハンドリング（マテハン）の一部をシェアすること
で安くなる。

さらにサブスクリプションにより使った分だけ払うなど、さまざ
まな方法でコストは下げられる。

世界的な流れである循環経済の観点では、拡大生産者責任（EPR）
という考え方から、動脈物流から静脈物流まで全体を見据えた物流
を考える必要がある。

最後に、全体最適について話してきた中で「全体」の捉え方がそ
れぞれ違い、全体が全体ではないことから松竹梅に分けている。

会社では部署ごとに最適化することが多く、全体で見渡すことは
素晴らしいがこれは梅である。サプライチェーン全体を考えることが
竹であり、今作るべきなのかなど、色々なことが見えてくる。さらに
大学では松として国家・地球全体を考えようと指導している。すると
物流全体ですら大きな産業の中の「部分」であり、何が正しいのか、
何を競争し協力すべきなのかも見えてくる。カーボンニュートラルと
循環物流がこの次のキーワードになり、そこにいかにDXが寄与する
か、そういったことを考えながら、教育研究にあたっている。

物流の「全体」最適とは（西成教授の講演資料）

物流の「全体」最適とは

梅 自社の部署を超えた連携
異なる部署間の情報共有・調整

竹 自社が含まれるサプライチェーン全体
開発・生産・調達・配送・小売の連携
デマンドから考える最適化（デマンドウエブ）

松 国家・地球全体
物流全体すら「部分」であるという認識を持つ

異業種連携、スマートシティ構築、１００年先の未来へ
物流は「インフラ」である＝協調と競争、長期視野のコスト判断
２０５０年カーボンニュートラル・「循環物流」へ

■提言報告
デジタル技術の活用等による持続可能な物流システムの構築に関する調査研究
島本 真嗣　運輸総合研究所 研究員

運輸総合研究所では、物流の効率化・生
産性向上のため極めて強力な手段となるデ
ジタル技術の活用を通じた物流システムの
改善が急務であるとして、2022年12月に
学識経験者、有識者、関係省庁からの委員
で構成される「デジタル技術の活用等によ
る持続可能な物流システムの構築に関する
検討委員会」（委員長：西成教授）を立ち上げ、6回の会合を開催し
た。

委員会では、主に国内の企業間物流、幹線物流を念頭におき、デ
ジタル技術の活用に着目して、物流の見える化を通じた物流システ
ムの改善のあるべき姿を想定し、実現に向けて取り組むべき事項に
ついて議論を行い、その成果として本提言をとりまとめた。

物流を持続可能なものとするためには、発着荷主、物流事業者、
行政等の多様なステークホルダーそれぞれが当事者意識を持ち、物
流効率化等に我が国全体で取り組む必要があるため、本提言では、
情報に着目し、まず、ステークホルダーの間での情報をめぐる、あ
るべき姿を具体的に示し、これをデジタル技術により実現するた
め、活用・普及のために当面実施すべき施策とさらなる施策展開に
向けて取り組むべき事項を示した。

提言のポイントとしては、以下の3点があげられる。
1点目は、デジタル技術の活用、そして普及のための方策を明確

に示したことである。各ステークホルダーのデジタル技術の活用と
しては「デジタル化」、「見える化」、「共有化・オープン化」、「デー
タ活用」、「自動化」の5段階があり、さらに、デジタル技術を普及
させるための方策としては「標準化」、「基盤づくり」、「低コスト化」
の3項目があり、活用施策と普及施策をあわせて推進していくこと
が重要である。

2点目は、各ステークホルダー間において、網羅的・具体的に当
面実施すべき施策を示したことである。例としては、発荷主・着荷
主間では、ASNデータ（事前出荷情報）の活用、荷主・物流事業
者間では、貨物情報の見える化、荷主・物流事業者と消費者間で
は、通販のメニュープライシング、物流事業者間では、物流情報の

運輸総研だより	 10

特　

集　

Ⅰ



■パネルディスカッション
◇取組報告①
三菱食品の物流におけるデジタル技術の活用について
田村 幸士　三菱食品株式会社 取締役常務執行役員 SCM統括

三菱食品は食品メーカーと小売業をつな
ぐ中間流通（卸）として、着荷主・発荷主
の両面の役割を果たしている。

多くの荷主にとって物流への興味は「コ
スト」だけであり、その実務に関しては委
託先の物流事業者に丸投げしているケース
が多い。しかし2024年問題が深刻化して
いく中で、荷主自身の荷物が運べなくなるという危機感を抱き、さ
らに物流総合効率化法の改正に伴い、荷主が自社物流の改善計画策
定などを義務付けられるようになると、実態把握が求められること
になる。つまり可視化＝データ化である。これまでデータを用いる
意識が低く、コストしか興味がなかった点は荷主として大きく反省
するところである。

まず取り組んだのが配送の可視化である。全国で約7,600台/日
のトラックが運行している中、大半が傭車（委託）であり稼働実績

共有化、幹線物流では、鉄道・海運の運行/運航情報の見える化、
荷主・物流事業者と行政・学界間では、各種物流情報の共有化・
オープン化などがあげられる。そして、標準化としては、物流情報
標準ガイドラインに基づく取引、基盤づくりとしては、データセン
ターの設置、低コスト化としてはデジタルタコグラフの規制緩和な
どがあげられる。

3点目は、制度、基盤、仕組み、政策などデジタル技術を活用す
る条件まで踏み込んで示したことである。さらなる施策展開に向け
て、各ステークホルダーが取り組むべき事項として、「共有すべき
情報の明確化」、「物流担当役員の明確化」、「共同輸送、複合一貫輸
送の基盤づくり」、「企業間連携の仕組みづくり」、「政策による誘
導」、「情報発信」の6項目11事項をあげた。

こうしたデジタル技術の活用はあくまで手段ではあるが、戦略的
な目的のもと適用されれば、生産性向上、CO2削減、レジリエンス
強化等に効果を発揮することが期待される。

今後は、本提言で示した施策の取組状況についてフォローアップ
するとともに、提言のポイントの3点目として説明したさらに取り
組むべき11事項のうち、重点的に取り組むべき事項を具体的に検
討していくことが必要である。

「可視化」の取組（田村常務の講演資料）

三菱⾷品は、物流の「可視化」を進めている。
配送の可視化

作業人時の可視化

トラックの
稼働実績

配送実績の取得

実⾞率・積載率

最適配⾞

運賃精算の自動化

必要労務の確保
代替手段の検討

作業員の
稼働実績

労務実績の取得

作業生産性

 三菱⾷品の⾸都圏エリアを中⼼に、全国約3,000台のトラックに導入。

 全国約100拠点に導入。

「最適化」の取組（田村常務の講演資料）

「可視化」の次のステージは、データを活用した
「最適化」。

地 域 部 門

機 能

横断的な
汎用化・共同化

エリアを跨いだ共同配送
幹線の余積シェアリング
※2023.9.11 trucXing
を正式ローンチ

自社オリジナル・輸入
商品
NB商品

物流センターの共同活⽤
デジタル技術の水平展開顧 客

同一得意先向け
他卸共同物流
他業態共同物流
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や積載率、現在位置などの把握が難しかったが、Hacobu 社の
MOVO Fleetを約3,000台のトラックに導入し稼働実績を把握し
始めている。

また全国に約350箇所ある在庫拠点での作業人時の可視化のた
め、システムを導入し労務実績の取得を始めている。

実は物流に関する様々なデータは基幹システムに集約できている
わけでなく、分散化しているローカルデータも含めデータレイクを
作る必要がある。大きなデータがなければ次のステップに進めな
い、そういう難しさもまさに経験している。

可視化の次はデータを活用した最適化であり、貨物流動のニーズ
と物流キャパシティのマッチングである。貨物流動ニーズが複雑化
し、波動が激しくなっていることに対し、物流キャパシティについ
ては構造的に担う人間やキャパシティ自体が減り、マッチングが難
しくなっている。これは2024年問題の基本的な構図ではないかと
思う。

まずは社内のデータ活用により、社内での全体最適、データドリ
ブンな形での横断的な共同化がしやすくなる。その次はプラット
フォームのオープン化である。食品業界は昔から共同物流、共同配
送が馴染む業界であり期待できる。その先にはフィジカルインター
ネットのような全体最適がみえてくるのではないか。

◇取組報告②
『デジタル技術』に関するNXの取組事例
大辻 智　NIPPON EXPRESSホールディングス株式会社 常務執行役員

NIPPON EXPRESS ホールディングス
株式会社（以下、NX）は、事業会社の日本
通運をはじめとするグループを統括する持
ち株会社として2年前に設立された。本日
は、物流業者サイドとしてお話をさせてい
ただく。ここでは「可視化」「DX」に関す
るNXの取組を紹介する。

（1）e-NX Visibility
NXが取り組んでいる可視化のプラットフォームで、トレースシ

ステムの機能を有する。従来、B/L 単位（送り状単位）だったト
ラッキングを違う切り口で考え、輸送モードについても、航空と海
運のトレース情報を一体として追跡できるといった特徴がある。
PCに限らずタブレットやスマートフォンでのアクセスが可能であ
る。今後、荷主企業や日本通運以外の事業者も含めた「可視化」へ
の取組を検討している。

「e-NX Visibility」（大辻常務の講演資料）

Copyright © 2024 NIPPON EXPRESS HOLDINGS, All rights reserved.NIPPON EXPRESS HOLDINGS, INC. 

「デジタル技術」に関するＮＸの取組み事例 〜 e-NX Visibility ～～

海上・航空輸送のトラッキングシステムなどの統合を行い、データを連携することでグローバル
ロジスティクスの可視化・共有化を実現

e-NX Visibility

これまでの国際輸送のトラッキングは、各輸送
単位（BL単位）となっており、商流全体の輸送
状況を把握することが難しいという課題があり
ました。

輸送状況追跡、およびオーダー管理機能などを提供
します。
輸送状況追跡機能では、NXでお取り扱いした世界中
の航空および海上輸送のトレース情報を一元で追跡
することができます。
e-NX Visibilityは、いつでも、どこでも、どんなデバ
イス（PC/タブレット/スマートフォン）でもアクセ
ス可能です。

これまでの課題

発注から配達完了までのサプライチェーン全体を可視化し、
お客様のサプライチェーン・プロセスを最適化いたします

「NX-GREEN Calculator」（大辻常務の講演資料）

Copyright © 2024 NIPPON EXPRESS HOLDINGS, All rights reserved.NIPPON EXPRESS HOLDINGS, INC. 

「デジタル技術」に関するＮＸの取組み事例 〜 NX-GREEN Calculator ～～

「NX-GREEN Calculator」はグローバルに輸送経路で使用する各輸送モードに対応し、発着地・個数・重量・
輸送モードを入力するだけで、発地から着地までのCO2排出量を算出し、可視化するサービス

お客様のESG経営をより一層推進するためのツールとして、国際輸送までも網羅したCO2の
「見える化」を実現し、お客様のCO2削減にむけた取り組みをサポートします

（計算画面イメージ）

（算出結果画面イメージ）
世界各地の空港、港、鉄道貨物駅の
ほか、都市名・世界各国の郵便番号
から指定するきめ細やかな発着地間
の距離を計算し、CO2排出量を算出。

経由地指定により細かな輸送経路の
各段階における排出量の計算機能や、
一定期間の輸送データ等を元に複数
件の排出量一括計算機能なども備え
ています。

グローバルにご利用いただけるよう、
日本語版・英語版・中国語版の3言語
に対応。

＊算出方法はEcoTransIT Worldから情報提供を受けております
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（2）NX-GREEN Calculator
CO2排出量を算出し可視化するサービスである。国際物流も網羅

しており、発着地・個数・重量・輸送モードを入力すると、着地ま
でのCO2排出量を「見える化」することが可能である。お客様には
算出データをもとに、輸送モードを選択する材料としていただきた
いと考える。

（3）テレロボフォーク（自律遠隔搬送ソリューション）
2021年よりNECと共同研究を行っており、2023年にはフォー

クリフトの遠隔操作の実証実験を開始した。人手不足解消への一助
になればと考えており、極端な例で言えば、海外から日本のフォー
クリフトを遠隔操作できればメリットをもたらすと考えている。

◇取組報告③
Hacobuのご紹介
佐々木 太郎　株式会社Hacobu 代表取締役社長CEO

「Hacobu」は、荷主および物流事業者に対して、デジタルテク
ノロジーを提供している事業者である。9年目の企業で、従業員数
は150名、約46億円の資金を調達してサービスを開発してきた。
それぞれの領域を代表するような企業の方々に事業的にも資金的に
もバックアップいただいている会社である。

我々の信念は、企業間物流のインフラ課
題を解決することである。例えば、イギリ
スやスペインでのスーパーの棚が空になる
問題は、日本でも同様の事態が懸念されて
いる。これを回避するために貢献したいと
考えている。

企業間物流には多数のステークホルダー
が関与しており、情報のやり取りがアナログな方法（電話やFAX）
で行われているため、データがつながらず部分最適に陥っている。
この状況はゲーム理論の「囚人のジレンマ」に似ている。

これを解決する方法として政策とデジタル情報共有が考えられる。
Hacobuは後者のアプローチを取り、情報をデジタル化し、共有で
きるプラットフォームを構築してきた。具体的には、自社アプリ
ケーションの「MOVO Berth」、「MOVO Fleet」、「MOVO Vista」、

「MOVO Driver」を提供し、物流情報のデジタル化を推進している。
これにより、ステークホルダー間の情報共有が進み、最終的には

請求処理までデジタル化が可能となる。弊社のIDを持っている物
流の事業所数は最新で2万3千まで伸ばしている。また、日本全体
で約80万人の内、ドライバー登録数は61万人を超え、多くの物流
事業所がアクセスしている。さらに、物流 DX に関するコンサル
ティングサービスも提供している。

物流DXツール MOVO（ムーボ）（佐々木社長の講演資料）

Copyright Hacobu, Inc. 11

物流DXツール MOVO（ムーボ）

⾃社および外部のアプリケーションの利⽤を通じて、企業や業界の枠を超えて物流情報を同じ規格でデジタルにやりとりできるプ
ラットフォームとなり、蓄積されたビッグデータで「運ぶを最適化する」ことを目指しています

工場/出荷元 物流拠点 納品先

自社アプリケーション 外部アプリケーション

ERP S/4 Hana WMS、WCS

配⾞システム

物流情報プラットフォーム

共通認証 共通機能群 共通マスタ 共通トランザクション

TMS、SCPなど、
その他各社の

システム

日野コネクト

東京海上
法人ドライブエージェント

API API API API API

配送案件管理

トラック予約受付 動態管理

スマホアプリ

Hacobuが目指す姿（佐々木社長の講演資料）

Copyright Hacobu, Inc. 10

Hacobuが目指す姿

物流DXツールMOVO（ムーボ）を基盤に
「物流情報プラットフォーム」を創る
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◇ディスカッション
【モデレーター】
西成 活裕　東京大学大学院工学系研究科航空宇宙工学専攻 教授

【パネリスト】
田村 幸士　三菱食品株式会社 取締役常務執行役員 SCM統括
大辻 智　　NIPPON EXPRESSホールディングス株式会社 常務執行役員
佐々木 太郎　株式会社Hacobu 代表取締役社長CEO
藤野 直明　株式会社野村総合研究所 未来創発センター シニアチーフストラテジスト
土屋 知省　運輸総合研究所 特任研究員

テーマ①何を目的とし、どんな効果を期待して、「デジタル技術」を活用することが有益か？
（西成）テーマ1は「何を目的としてデジタル技術を活用とするこ
とが有益か」である。どういう目的でデジタル技術を活用すること
が有益であるか、効果的であるかについて議論していきたい。

（田村）可視化、最適化の先に実現すべき価値があり、それがデジ
タル技術を活用する目的と考える。その価値とは、コスト、及びコ
ストとトレードオフの関係にある品質で、そこに持続可能性という
新たな価値が加わった。2024年問題に対応するための改正法案で
一番重要と考えているのは、基本理念が謳われたことである。基本
理念には、「将来にわたって必要な物資が必要なときに確実に運送
されることを旨とする」と書かれた。これは持続可能性に言い換え
ることが可能である。したがってコスト、品質、持続可能性、の3
つの価値を同時に実現することが、最終的にデジタル技術を活用し
て実現したいこと、実現したい価値そのものだと考える。

（西成）政府の各種委員の経験を持つ土屋委員はどう考えているか。
（土屋）最近の政府の流れを見ていると、荷
主を巻き込んで持続可能性を図ろうとして
いる印象がある。コストの改善や持続可能
性といった価値を実現するにあたり、デー
タを求める荷主に対し、物流事業者が積載
率や実車率、労働時間等、必要な情報を正
しくフィードバックしていくことが重要と
考える。

（西成）積載率や荷待ち時間の把握といった現場の取組と、上位概
念の繋ぎに関してコメントがあればお願いしたい。

（田村）可視化の取組は段階的に進んでいる。上位概念との絡みを
考えると、可視化への投資をしっかりと企業内で共有することが重
要である。持続可能性のために可視化が必要であるという価値観が、
経営陣で共有されなければならない。

（西成）見える化して良かった事例について紹介いただきたい。
（佐々木）まず、見える化の効果に懐疑的なケースが多い。例えば、
実際に1拠点で見える化の取組を実施し、データを見ると、想像し
ていなかった事実（ファクト）が見えることがある。もともと労働
生産性が低いとはわかっていたものの、具体的にはどのように生産
性が低いのか、というファクトがわかってくる。それにより、どの
ように生産性を高めていくのか、より具体的に考えるようになる。

（西成）議論を通じて、コスト、品質、持続可能性を考えつつ、ファ
クトを見ることが大事であるとわかった。

土屋特任研究員

テーマ②「デジタル技術」を活用するうえでの留意点、失敗しやすいポイントとは？
（西成）見える化や様々なデジタル技術の開発が進められているが、
設備投資（金額・期間共に）に見合う効果が得られない話が多く聞
かれる。何が分け目になるのか、通常、シンポジウムでは行わない
が失敗事例をぜひ共有していただきたい。

（大辻）前段として、物流のDXには、グローバルな視点が重要で
あり、日本国内だけでの取組では「ガラパゴス化」するリスクがあ
る点を留意していただきたい。なぜなら日本の製造業は、海外から
部品を輸入して物を作って国内または海外へ販売、あるいは日本で
物を作らずに海外間で物が作られ販売されているからである。まず、
アメリカの関係会社におけるドローンを使った棚卸しを例にすると
その整合率は97%だった。97％あればアメリカの荷主は「問題
ない、次は99%を目指して」という回答に対して日本の荷主であ
れば100%を求めてくることが多いのではないか。そういうこと
ではDXに挑戦しにくいことがあると思う。ドローンの作業におい
てもバーコード、QRやRFIDが全製品に100%貼られていない場
合、実際の運用で誤読が起こるなど、ラベルの読み取りや解像度の
問題をはじめ、技術的な制約も多い。また、自動運転の無人フォー
クリフトについては、トラックの車体ごとの高さの微妙な違いや、
停車位置のブレから生じる荷台の位置ずれなどが原因で、機械化さ
れたプロセスがうまくいかないことが多い。結論としては、DXに
は最初は様々な失敗や課題が伴うが、それを受け入れ、機械と人が
共存する形で進めることが必要である。

（西成）日本でなぜデジタル技術が進まなかったのか？
（藤野）「業種横断のEDI（電子データ交換）
標準導入の失敗」だ。帰り荷を含めると運
輸事業者はあらゆる業種を荷主とせざるを
得ない。運輸事業者は「業種横断のEDI標
準導入の失敗」の最大の被害者といっても
よいくらいだ。1980年代にUN/EDIFACT

（行政、商業、輸送のための電子交換に関す
る国連規則）が開発された理由は、まさにこ
のためであった。日本では、現在業種別に運営されている荷主業種間
の商流VAN（付加価値通信網）事業者に対して、物流に際しては業
種横断の国際標準EDIへの対応とメッセージの相互変換を義務付け
ればよい。こうするだけで運輸事業者は安価なSaaSを活用できるよ
うになり、中小運輸事業者でも容易にデジタルが利用可能となる。海
外では国際物流分野では中小企業でもデジタル化が進んでいること
がその証明だ。ぜひ、中立的な立場の運輸総合研究所において、今
回報告に沿った具体化を強力に推進していくことを願っている。

（西成）標準化なくしてデジタル化はできない。メーカー、卸売業
の立場としての田村様のご意見を伺いたい。

（田村）最終消費者が「人と違うもの」に価値を見出すため、メー
カーは個別化された商品を提供することに重点が置かれていること、
それが物流の標準化を難しくしている。

（西成）結論としては、競争と協調のバランスを取りながら、どこ
で標準化を進め、どこで競争するかを見極めることが重要というこ
とだと思う。DXプラットフォームを提供している佐々木様の立場
ではいかがか？

（佐々木）大辻様の意見と同様に、日本におけるデジタル技術の導

藤野シニアチーフストラテジスト
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入が難航する理由として、日本の「100 点主義」が挙げられる。
デジタル化を進める際、最初からすべてを完璧にしようとする傾向
が強く、それがコスト増大やシステムの複雑化を招いている。吊る
しのスーツ（既製品）のように、汎用的なデジタルシステムを提供
しても、顧客は100点を目指すため、テーラーメイドのカスタマ
イズを求め、その結果コストが高騰するという現実がある。様々な
仕組みがテーラーメイドでバラバラに作られたのが今の日本である。
また、クラウドテクノロジーもAPIで繋ぐことはそれほど簡単では
なく、「デジタル技術の導入には育成期間が必要であり、最初から
100点を求めるのではなく、段階的に改善を重ねるアプローチが
いかに重要であるか」という意識の変容をしていただきたい。

（西成）大辻様のお話にも繋がったが、デジタル技術の普及に関し
ても日本は完璧ではないと駄目で、1回失敗すると復活できない社
会のようになっている。

（大辻）物流事業がDXを推進し、人員が削減され生産性が上がる
と、お客様はすぐにコスト削減の話をされるが、このような話は止
めていただきたい。デジタル投資についても、物流事業者の自助努
力でDXを取り入れていくのか、または荷主と共同開発するのかで
全く違ってくると思うので、こうした議論も荷主と行っていかねば
ならない。

（藤野）本来、物流事業者と荷主が対等な立場で、全体最適の業務や
取引モデルを検討する場が必要だ。業種横断EDI、計画的物流は早
期に導入すべきであり、物流費用の通過金額フィー方式（3％等）や

「毎日発注翌日納品・単品バラピッキング発注」などは早期に改善が
必要な業務プロセスだ。多品種化によるピッキング業務負荷増は運
営収入には反映できないうえ、マテハン投資をしたとしても、資産
稼働率向上を目指すことは物流事業者単独では困難だからである。

（西成）物流事業者にしか見えない部分があり、そこからの提案が
非常に大事だと思う。

テーマ③「デジタル技術」を活用・普及していくためには、何から始めるべきか？
（西成）テーマ③は「生産性向上のためにどのようにしてDXに取
り組むか」である。様々なステークホルダーの視点から、多角的に
議論したい。

（佐々木）例えば SAP（System Analysis Program Develop-
ment）の導入を例にとると、現場の事情に関係なく上層部が経営
のために投資する、というアプローチで導入しても物流分野ではう
まくいかない。一方、現場のニーズから導入の必要性が高まっても、
予算がなく導入できずに終わることが多い。導入により現場の問題
解決ができ、そのデータによってマネジメントの課題の解決もでき
るということを両方に伝えながら進めるとうまくいく。ステークホ
ルダーは増えるためマネジメントは難しくなるが、上層部と現場の
両方に対して価値を訴求し、納得してもらわなければ導入できない
と考えている。現場にとって不便でなく、そこからとれるデータが
マネジメントにおいて意味のあるものになるような設計の仕方が必
要である。

（西成）現場と経営の両方の視点が必要ということだが、いかがか。
（田村）どの現場でも新しいものを入れると自分の仕事が取られて
しまうという危機感があり、現状から変えたくないと思う人が多い
ことが課題である。2024年問題を契機に物が運べないリスクを経

営者も現場も意識し始めており、目線が合い始めた。食品業界は商
品の単価が安いため、安いものは運んでもらえなくなるのではない
かと思われている。また、スーパーマーケット等の小売業界でもそ
の意識があり、自ら商慣習の変更を始めた業者もある。2024年問
題を契機とした危機感が現場と経営者とが同じ目線を持てる機会、
デジタル技術の受け入れの素地につながると期待している。

（西成）危機感があると皆さん動き始める。現場ではいかがか。
（佐々木）この1年から1年半で大きく変化した。運べないという
危機感もそうだが、政策パッケージ、法改正に対して、現場でも対
応をどうすべきか検討し始めている。

（西成）どこから始めればDXはうまくいくかについて、考えはあ
るか。

（大辻）DXの機械やソフトの導入にあたり、オペレーションの標準
化が必要である。物流は俗人的な業種でDX、機械化が難しい。標
準化の第一歩として、日本通運から物流業界に向けて、T11パレッ
トへの統一を提言したい。

（土屋）政府の規制も要素として大きいと感じた。トラック法では
元請けと下請け間で実施体制の台帳を付ける必要があるが、デジタ
ルでないと大変だろう。2011年頃にタクシーの配車アプリは全く
なかったが、スマートフォンのアプリケーションであったことが普
及の大きな要因と考えている。それを踏まえ中小企業での活用を考
えると、スマートフォンの簡易なアプリケーションで対応できると
良いのではないか。2011年頃、私は警察庁で自動運転の安全規制
について自動車メーカーの研究所を訪問したが、その後わずか10
年でレベル4の自動運転が認められるなど、政府の対応も柔軟に
なっている。また、タコグラフも規制緩和により記憶容量が不要に
なった。規制と補助、規制緩和の要素をうまく使うことで導入が進
むと考えている。

（西成）行政と消費者は何をすべきなのか。
（藤野）行政には、物流産業と荷主が対等な立場で全体最適の業務
や取引モデルを検討する場を設置し、荷姿とITの標準化を強力に推
進することが求められている。さらに中立的な立場から海外調査を
行い広く公開すべきである。例えばEU では商流、物流分野で、多
様なデータ連携基盤の自律分散協調型での仕組み整備を行い始めた。
CO2排出量の算出だけでなく、緻密な製品トレーサビリティ情報の
利用により、リコール対応や品質管理の高度化を狙っている。消費
者には食品の手前取りを要請したい。物流センターから各店舗への
納品の際、賞味期限の日付の混載、日付逆転を回避すべく煩雑な作
業を強いられている。消費期限管理業務の莫大なコストを消費者に
も理解してもらいたい。

（土屋）メーカー系の業界と意見交換をしたところ、メーカーは日
付管理ではなく年月管理で良いと言っているが、消費者団体が良し
としていない。ただし、トレーサビリティの観点からロット管理は
必要である。小売側では品ぞろえや新鮮さが競争の要素になってい
るかもしれないが、小売側で何かできることはないか。

（田村）日付の逆転出荷は大きなペナルティとなる。賞味期限の3
分の2を残した段階で納品する3分の1ルールから2分の1ルール
に緩和する動きがある。賞味期限は日単位から月単位表示で良いこ
とになっている。小売業界は持続可能性の観点から少しずつやり方
を変えており、良い方向に向かっている。
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（西成）この点は囚人のジレンマとなっており、1社のみがやると
うまくいかないので、業界団体でルールを作って進めることが大切
である。デジタル技術を進めるにあたり企業の体制をどのように見
直すべきか。

（藤野）物流総括役員（CLO）は、取引先を含めたサプライチェーン
全体を管理する立場になる。調達先のコストは仕入れ価格に反映さ
れるため、自社の発注担当者が、無理・無駄・ムラを取引先に強い
ていないか、常時モニタリングし社内を改善していくという発想が
重要だ。バリューシェアリングやリスクシェアリングといった対等
な立場での企業間のコラボレーションによって、自身がどう変われ
ば全体のコストが下がるかを理解し、好循環をどうマネジメントで
きるかがポイントとなる。CLO の役割は極めて大きい。

（西成）CLOとしてのご意見はあるか。
（田村）CLOの仕事はトレードオフになりがちなコスト、品質、持
続可能性の3つの連立方程式を解いて価値を同時に実現し、上げて
いくことが仕事だと解釈している。この仕事を解くための方法の一
つがデジタル技術だろう。

（藤野）IT の使い方、業務設計が重要である。経済産業省のある委
員会で、自動補充発注システムが導入されたために、メーカー側が
大幅なコスト増となった事例が紹介された。これは、小売が店舗へ
出荷した量を単純に集計、そのままメーカーへ発注するというセル
ワンバイワン・毎日発注翌日納品方式であった。本来、数日先まで
の需要予測を行い、パレットかケース単位での定量非定期発注方式
を採用すれば、省力化できる。コストを把握している物流事業者か
ら取引先に対して、無理・無駄・ムラの解消を提案し、サードパー
ティロジスティクスのポジションを獲得してほしい。

（田村）かつては在庫を持つことが悪という考え方が広がっていた
が、現在は欠品フォローで物流を手配する方が高くつくため、在庫
を厚めに持っておいてもよいと考えている。発注担当がセンターの
ことを考えずに自動発注を行うと藤野様の指摘のような問題が起き
る。発注担当と物流担当が連携できると上記の問題は解決するが、
これらが会社の組織の中で分かれているケースはまだ多い。

（大辻）物流事業者の立場が低く、荷主に提案ができないことが多
い。CLOにはお客様のことも考えて物を申せる存在になっていた
だきたい。

（西成）貴重な意見をいただいた。全体を見て、自社だけでなく他社
も含めていろいろな立場で考えておく必要があるかの議論ができた。

■質疑応答
Q：どの業種が運べない危機感がより強いのかというのを教えてい
ただきたい。
A（佐々木）：食品、消費財は非常に危機感が高い。それから、製
紙も非常に危機感が高く取組も早く進んでいる。そして電機メー
カーと関連の物流事業者の方々も進んでいる。最近、危機感が上
がってきた業種が化学で、車両が限られ、特定の物しか入れられな
かったりするのでかなり逼迫してきている。
Q：DFFT（Data Free Flow with Trust：信頼性のある自由な
データ流通）で全てのデータフォーマットを標準化しようという動
きがある。物流や商流、金融や決済などをつなぐ全体を俯瞰した議
論がされているのか。

A（藤野）：政府で今どのような議論がされているか正確に答える
立場にはないが、ご指摘のDFFTは極めて重要なポイントである。
グローバルにはGS1という組織が、商流から物流までの業務プロ
セスや企業間EDI標準の定着、プロモーションを行っている。これ
はオーダーNo.をインボイスNo.まで引き継ぎ、一貫して、発注か
ら決済までの各種のきめ細かく密度の高い情報交換を、業種を超え
て国際標準を利用して行う仕掛けであり、90 年代半ばに確立した。
海外では、物流産業においてこの仕掛けを利用しているが、日本で
は利用していない。
Q：物流において、入庫出庫の数を可視化するだけではなく、調達、
入庫、製造、出荷までの流れを追えるトレーサビリティベースのシ
ステム作りが必要になってくるかと思う。上記における認識と、物
流分野のトレーサビリティシステムに関する取組事例はあるのか？
A（大辻）：何度か試みているが、メーカーで番号の体系を変えて
しまうことである。そのため、部品としている番号体系等で入って
から、製品になってから出ていく過程で番号体系が変わってくる。
A（藤野）：トレーサビリティについて、欧州ではDPP（デジタル
プロダクトパスポート）という考え方で自律分散協調型ともいえる
データ連携のフレームワークとトラスト基盤の整備が進んでいる。
電気自動車の電池から適用される予定であるが、電池に限らず将来
はあらゆる自動車部品（Catena-X）、製品もしくは素材に加え、
生産設備やその他の設備に至るまで、さらに個体の生産履歴情報、
アフター市場の製品利用履歴情報を関連する主体とデータ連携が可
能な仕組みである。利用するためのツールは既に開発され、Git-
Hub上でオープンソース（無料）で公開されている。
Q：T11パレットへの標準化の話が出たが、ここ数十年実現しな
かったパレット化の進展は、何が鍵になると考えるか。
A（大辻）：標準化の取組をしても色々なネガティブ要素があって
なかなかできなかったというところが現実である。やらない理由で
はなく、やってみて不具合が出たらそれを直していくという方向に
変えていきたいと思っている。

本開催概要は主催者の責任でまとめています。

当日の講演資料等は運輸総合研究所の WEB
ページでご覧いただけます。
https://www.jttri.or.jp/events/2024/
symposium240722.html
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